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建設業の利益率・規模別売上高営業利益率の推移
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○ 産業全体において利益率が大幅に低下、建設業も投資の減少等により、利益率が低迷している。
○ 企業規模の小さい建設業者ほど、利益率が低迷している。

2.4

建設業の利益率の推移 建設業の規模別売上高営業利益率の推移
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出所：財務省「法人企業統計」

営業利益率 4.0％ → 3.8％ → 1.0％ （▲3.0pt）

経常利益率 3.4％ → 3.2％ → 1.3％ （▲2.1pt）
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建設業の倒産件数の推移建設業の倒産件数の推移

○ 建設業の倒産件数は依然として高い水準であるが、２０１０年２月の倒産件数は２５９件で、対前

倒産件数（実数 建設業） 対前年同月比（建設業）

年同月比９．８％減少、対前月比１５．１％増加。
○ ２００８年は３，４４６件、２００９年は３，４４１件の倒産が発生。
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建設業法の概要

建設業の許可を要するもの建設業の許可を要するもの 建設業の許可を建設業の許可を
要しないもの要しないもの

500万円未満の建設工事

（建築一式工事については、
1500万円未満又は150㎡未満
の木造住宅工事）

500万円未満の建設工事

（建築一式工事については、
1500万円未満又は150㎡未満
の木造住宅工事）

許可制度許可制度

特定建設業許可
（3,000万円以上の

下請契約を結ぶ工事）

特定建設業許可
（3,000万円以上の

下請契約を結ぶ工事）

一般建設業許可
（特定建設業以外）

一般建設業許可
（特定建設業以外）

国土交通
大臣許可

（2以上の

都道府県
に営業所を

設置）

国土交通
大臣許可

（2以上の

都道府県
に営業所を

設置）

２８業種
（土木工事・建築工事等）

許可の要件

経営業務管理責任者の設置
（許可を受けようとする建設業に関し５年以上経営業
務の管理責任者としての経験を有する常勤役員等を
置かなければならない）

経営業務管理責任者の設置
（許可を受けようとする建設業に関し５年以上経営業
務の管理責任者としての経験を有する常勤役員等を
置かなければならない）

営業所専任技術者の設置
（営業所ごとに、技術検定等の試験に合格した技術者
等を置かなければならない）

営業所専任技術者の設置
（営業所ごとに、技術検定等の試験に合格した技術者
等を置かなければならない）

その他、財産的基礎を有していること 等その他、財産的基礎を有していること 等

都道府県
知事許可

（1の都道

府県のみ
に営業所を

設置）

都道府県
知事許可

（1の都道

府県のみ
に営業所を

設置）

監督処分監督処分

請負契約の適正化請負契約の適正化

技術者制度技術者制度

紛争の処理紛争の処理経営事項審査経営事項審査

主任技術者の設置
（全ての建設工事）
主任技術者の設置
（全ての建設工事）

監理技術者の設置
（3,000万円以上の
下請契約を結ぶ工事）

監理技術者の設置
（3,000万円以上の
下請契約を結ぶ工事）

技術者の専任配置
（公共性のある施設若しくは工作物
又は多数の者が利用する施設若しく
は工作物に関する工事を行う場合）

監理技術者資格証の携帯義務及
び監理技術者講習の受講義務あり。

技術者の専任配置
（公共性のある施設若しくは工作物
又は多数の者が利用する施設若しく
は工作物に関する工事を行う場合）

監理技術者資格証の携帯義務及
び監理技術者講習の受講義務あり。

建設工事の適正
な施工の確保

経営に関する客観的事項の審査
（公共工事の入札に参加しようとする建設業者）

経営に関する客観的事項の審査
（公共工事の入札に参加しようとする建設業者）

①経営規模
②経営状況
③技術力
④その他

法令遵守の実効性を確保するため
不適格な者に対する処分

（請負契約に関し不誠実な行為・一括下請負 等）

法令遵守の実効性を確保するため
不適格な者に対する処分

（請負契約に関し不誠実な行為・一括下請負 等）

○請負契約の片務性の改善
○下請負人保護の徹底

※ 許可を有さない者に対しても処分可能

公正な請負契約の締結義務
請負契約の書面締結義務 等
公正な請負契約の締結義務
請負契約の書面締結義務 等

①指示処分
②営業停止処分
③許可取消処分
④罰則の適用

①あっせん
②調停
③仲裁

建設工事紛争審査会
（建設工事の請負契約に関する紛争の処理のため、国土交通省
及び都道府県に設置）

建設工事紛争審査会
（建設工事の請負契約に関する紛争の処理のため、国土交通省
及び都道府県に設置）
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公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の概要

国、特殊法人、地方公共団体等の発注者全体を通じて、入札・契約の適正化の促進により、公共工事に
対する国民の信頼の確保と建設業の健全な発達

入札・契約適正化の基本原則の明示
①透明性の確保 ②公正な競争の促進 ③適正な施工の確保 ④不正行為の排除の徹底

(1)毎年度の発注見通しの公表
・発注工事名・時期等を公表（見通しが変更された場合も公表）

(2)入札・契約に係る情報の公表

全ての発注者に義務付ける事項 各発注者が取り組むべきガイドライン

(1)「適正化指針」 の閣議決定
・国土交通大臣、総務大臣、財務大臣が共同で案を作成

(2)主な内容

目 的

公布 平成12年11月27日

(2)入札・契約に係る情報の公表
・入札参加者の資格、入札者・入札金額、落札者・落札金額 等

(3)施工体制の適正化
・丸投げの全面的禁止
・受注者の現場施工体制(技術者の配置・下請の状況等)の報告
・発注者による現場の点検等

(4)不正行為に対する措置
・不正事実(談合等)の公正取引委員会、建設業許可行政庁への

通知

①第三者機関による入札過程、契約内容等のチェック
②苦情処理手続き、体制等の整備
③入札・契約の方法の改善(一般競争入札の拡大、総合評価

方式の拡充、指名競争における指名の適正化・透明化等)
④工事の施工状況の評価実施の徹底
⑤その他
・不良不適格業者の排除
・ダンピングへの対応
・入札・契約のＩＴ化の推進 等

「適正化指針」のフォローアップ
・毎年度、取組み状況を把握し、公表
・特に必要のあるときは改善を要請

発注者は、指針に従い、入札・契約の適正化を推進

職員に対する教育
建設業者に対する指導 等

＜平成13年4月1日以降の入札・契約から適用＞
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『公共工事の品質確保の促進に関する法律』（H17.3.31成立）

１．公共工事の品質確保に関する
基本理念および発注者の責務の

２． 『価格のみ競争』から
『価格と品質で総合的に

３．発注者をサポートする
仕組みの明確化

不良・不適格業者の参入

発注者の能力差

厳しい財政状況

品質低下の懸念

独禁法改正の動き民間技術力の向上

欧米の先行事例 談合
ダンピングの増加

「公共工事の品質確保の促進に関する法律」の成立

基本理念および発注者の責務の
明確化

『価格と品質で総合的に
優れた調達』への転換

仕組みの明確化

公共工事の品質は、価格及び品質が
総合的に優れた内容の契約がなされる
ことにより確保されなければならないこ
とを明記

（第３条第２項）

・工事の経験等、技術的能力に
関する事項を審査（第１１条）

・技術提案を求める入札（第１２条）
・技術提案についての改善が可能
（第１３条）

・技術提案の審査の結果を踏まえた
予定価格作成（第１４条）

外部支援の活用による発注者

支援（第１５条）

政府の策定する「基本方針」政府の策定する「基本方針」に基づき、各発注者は必要な措置を講ずる（第９条）に基づき、各発注者は必要な措置を講ずる（第９条）
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会計法と品確法

公
共
工
事
の

会計法

第２９条の６ （抜粋）

契約担当官等は、競争に付する場合においては、政令の定めるところ
により、契約の目的に応じ、予定価格の制限の範囲内で最高又は最低
の価格をもつて申込みをした者を契約の相手方とするものとする。」

（明治２２年制定）

の
調
達

公共工事の品質確保の促進に関する法律

第３条

２ 公共工事の品質は、建設工事が、目的物が使用されて初めてその品
質を確認できること、その品質が受注者の技術的能力に負うところが大き
いこと、個別の工事により条件が異なること等の特性を有することにかん
がみ、経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮し、価格及び
品質が総合的に優れた内容の契約がなされることにより、確保されなけれ
ばならない。

（平成１７年制定）
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入札・契約手続きの変遷
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